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京丹後市組織・機構編成方針(平成17年10月策定)新旧対照表 

現行 改訂案 備考 

京丹後市組織・機構編成方針 京丹後市組織・機構編成方針  

平成17年10月策定 平成17年10月策定  

平成22年3月改訂 平成22年3月改訂  

平成27年3月改訂 平成27年3月改訂  

令和3年3月改訂 

                              

令和3年3月改訂 

令和7年●月改訂 

 

   

第1 はじめに 第1 はじめに  

この方針は、市政が市民ニーズに的確に応え、市民満足度

の高い行政サービスを提供するとともに、第2次京丹後市総合

計画（以下「総合計画」という。）を実現するため、その組

織・機構のあり方を定めるものである。 

また、地方公共団体は自らの判断と責任により、地域の実

情に沿った行政を展開していく地方の時代、市民ニーズがさ

らに複雑多様化・高度化する中において、地方の個性や特性

を生かした自主・自律的なまちづくりを進めていくためには、

市民と行政がより強固に連帯や協働を進め、限られた行政資

源を最大限に活用するとともに、行政の迅速で適宜の意思決

定及び執行が可能となるような簡素かつ効率的な組織・機構

としていく必要がある。 

本市においては、この方針を実現するために、財政見通し

や京丹後市定員管理計画（以下「定員管理計画」という。）

等との整合を図りながら、不断の見直しにより組織・機構を

構築していくものとする。 

地方公共団体は、厳しい財政状況や地域経済の状況等を背

景に、簡素で効率的な行財政システムを構築し、自らの行財

政運営について透明性を高め、公共サービスの質の維持向上

に努めるなど、住民との対話の中で自主的に行政改革に取り

組むことが求められている。また、人口減少・高齢化・市民

ニーズの多様化により、行政に求められる役割は、これまで

以上に複雑・高度化している。 

本市においては、京丹後市総合計画（以下「総合計画」と

いう。）の中に行財政改革大綱を位置付け、市民ニーズの多

様化等に的確に対応するため、限りある行政資源（人・物・

金・時間）を効果的に活用する必要があることから、市役所

のＤＸ※1を推進し、働き方改革により職員が活き活きと活躍

できる日本一働きがいのある職場づくりによる生産性の向上

など職員の能力を最大限に生かす人材マネジメントを推進す

るとともに、行政の迅速で適宜の意思決定及び執行が可能と

なるような簡素かつ効率的な組織・機構を構築する必要があ

る。 

ついては、市民一人ひとりの多様なニーズに応え、市民に

寄り添った行政サービスを提供するとともに、総合計画に掲

げる施策を推進するため、「京丹後市組織・機構編成方針」

を定めるものである。 

・総務省HP「地方自治制

度」を参考 

・総合計画「施策27 行

財政改革大綱」（以下

「行財政改革大綱」と

いう。）の「現状」を

参考 

・第5次行財政改革推進

計画（以下「行革推進

計画」という。）の「計

画の位置付け」並びに

行財政改革大綱の「課

題」及び「目標」を参

考 

※組織構築の必要性は

現行を参考 

・行財政改革大綱の「主

に取り組む施策」を参

考 

※現行の不断の見直し

による構築は、第2 3 

組織・機構の見直しに

資料１-３ 
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現行 改訂案 備考 

 

※1 市役所のＤＸ…旧来のやり方の見直し、市民向け新サービスの提供、

デジタル技術を活用した効率化等による新しい行政モ

デルの構築 

記載 

   

第2 組織・機構のあり方の規準について （末尾に参考として記載）  

1 地方自治法第138条の3において、普通地方公共団体（以下

単に「地方公共団体｣という。)の執行機関の組織の原則及び

各執行機関相互間の連絡調整による行政機能の一体性の確

保について、次のように定められている。 

(1) 地方公共団体の執行機関の組織は、地方公共団体の長

の所轄の下に、それぞれ明確な範囲の所掌事務と権限

を有する執行機関によって、系統的にこれを構成しな

ければならない。 

(2) 地方公共団体の執行機関は、地方公共団体の長の所轄

の下に、執行機関相互の連絡を図り、すべて、一体と

して、行政機能を発揮するようにしなければならない。 

(3) 地方公共団体の長は、当該地方公共団体の執行機関相

互の間にその権限につき疑義が生じたときは、これを

調整するように努めなければならない。 

（末尾に参考として記載）  

 

2 また、同法第158条において、地方公共団体の長が、その

権限に属する事務を分掌させるために設置する内部組織に

ついて、次のように定められている。 

(1) 地方公共団体の長は、その権限に属する事務を分掌さ

せるため、必要な内部組織を設けることができる。こ

の場合において、当該地方公共団体の長の直近下位の

内部組織の設置及びその分掌する事務については、条

例で定めるものとする。 

(2) 地方公共団体の長は、前項の内部組織の編成に当たっ

ては、当該地方公共団体の事務及び事業の運営が簡素

かつ効率的なものとなるよう十分配慮しなければなら

（末尾に参考として記載）  
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現行 改訂案 備考 

ない。 

 第2 組織・機構に関する考え方について  

3 上記の規定は、地方公共団体の各執行機関の組織の原則と

その長の権限に属する事務を分掌させる内部組織の設置を 

                           

                      明らかに

したものであり、当然のことながら、これらの規準に基づ

き本市  の組織・機構のあり方を考えるものとする。 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の3及び第158条

並びに総務省自治行政局長通知（平成15年7月17日付け総行行

第87号）については、執行機関の構成及び運営の原則、内部

組織の設置及び編成、編成に当たっての留意点を明らかにし

たものであり          、これらの規準に基づき

京丹後市の組織・機構の在り方を考えるものとする。 

 

第3 組織・機構に関する考え方       

1 組織･機構のあり方の方向性 

財政見通しや定員管理計画等と整合を図りつつ、市民にと

ってわかりやすく、簡素かつ効率的な組織   を目指すた

め、京丹後市役所本庁機能集約化基本方針に基づき、更なる

市民の利便性及び行政運営の効率性の向上に向けた本庁機

能の集約化を見据え市の組織・機構を構築していかなければ

ならない。 

また、本庁、市民局、外部行政関連施設を問わず、適切な

人員配置や事務配分となっているか検証を行う中で、機能重

複部署の整理統合、事務事業のアウトソーシングやスクラッ

プ・アンド・ビルドを徹底させ、行政組織を肥大化させない

ように不断の見直しを行っていかなければならない。 

1 組織･機構の在り方 

                     市民にと

って分かりやすく、簡素かつ効率的な組織・機構を目指すた

め、本庁機能の集約等に伴う効率的・効果的な業務の推進及

び市民サービスの向上につなげるとともに、多彩な任用・勤

務形態等により、複雑・高度化する課題に対し効率的・効果

的な組織・機構を構築する。 

 

 

 

・行財政改革大綱の「主

に取り組む施策」を参

考 

※現行の不断の見直し

は、第2 3 組織・機

構の見直しに記載 

2 本庁及び市民局の組織のあり方 

本庁及び市民局の組織のあり方については、現状と経過を

踏まえ、次のように位置付けるものとする。 

2 本庁及び市民局の組織の在り方 

本庁及び市民局の組織の在り方については、現状と経過を

踏まえ、次のように位置付けるものとする。 

 

(1) 本庁 

本庁は、計画の立案、調整、施策・事業の推進などを

中心とした機能を担い、加えて市民局で提供する以外の

すべてのサービスを提供する機関とする。 

(2) 市民局 

市民局は、市民の身近な窓口サービスの提供を中心と

した総合出先機関であるとともに、市民と行政が協働し

(1) 本庁 

本庁は、計画の立案、調整、施策・事業の推進等 を

中心とした機能を担い、加えて市民局で提供する以外の

全てのサービスを提供する機関とする。 

(2) 市民局 

市民局は、市民の身近な窓口サービスの提供を中心と

した総合出先機関であるとともに、市民と行政が協働し
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現行 改訂案 備考 

て地域づくりを推進する機能を担う     。 て地域づくりを推進する機能を担うものとする。 

 3 組織・機構の見直し 

京丹後市財政見通し、京丹後市職員人材育成基本方針、京

丹後市定員管理計画等の整合を図りつつ、本庁、市民局、外

部行政関連施設を問わず、適切な人員配置や事務配分となっ

ているか検証を行う中で、機能重複部署の整理統合、新たな

公民連携の推進、事業の選択と集中、スクラップ・アンド・

ビルドの考え方の徹底により、行政組織を肥大化させないよ

うに不断の見直しを実施し、効率的な行政サービスの提供が

可能な組織・機構を構築していくものとする。 

・現行を参考（3箇所か

ら整理して記載） 

 

   

第4 組織・機構の編成手法     第3 組織・機構の編成手法について  

 組織・機構の編成にあたっては、市民ニーズへの対応（共

通目標）、日本一働きがいのある職場づくり（貢献意欲）、

効率的・効果的な行政運営（意思疎通）の三要素を念頭に置

くとともに、市民ニーズへの対応を起点に、各要素を総合的

に踏まえ編成するものとする。 

・編成手法に関する三

要素の在り方を追加

（編成方針の策定理

由である「市民一人ひ

とりの多様なニーズ

に応える」に対しての

編成手法の明確化） 

1 効率的な行政サービスの提供が可能な組織･機構の構築 

財政見通しや定員管理計画等との整合を図りつつ、サービ

スの提供において適切な人員配置や事務配分となっている

か検証を行う中で、スクラップ・アンド・ビルドや機能重複

部署の整理統合など、より効率的な行政サービスの提供が可

能な組織・機構の構築に向けて不断の見直しを実施する。 

 ※現行の不断の見直し

は、第2 3 組織・機

構の見直しに記載 

 

 1 市民ニーズへの対応  

 (1) 福祉、保健、医療など行政目的別の組織ではなく、こ

どもや高齢者など利用者の視点を重視した組織を構築

するとともに、ワンストップで応じる体制を充実・強

化する。 

・利用者視点での組織

構築を追加（寄り添

い、子育て支援ワンス

トップ相談を参考） 

 (2) 窓口の利便性向上及び産業振興部門等の集約等を図 ・行革推進計画の「取組

「第 4 組織・機構の編成手法」については、改訂案に対応

する形で記載しているため、文章の順序は前後しています。 
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現行 改訂案 備考 

るため、効果的な部署配置を実施する。 項目の目標」を参考 

 (3) 市民一人ひとりの多様なニーズに応え、市民に寄り添

った行政サービスを提供し、利便性の向上を図るため、

デジタル化を推進する。 

・行財政改革大綱の「主

に取り組む施策」を参

考 

 

 (4) 多様化する市民ニーズや今後重点的に取り組むべき

課題に対し、積極的かつ柔軟に対応できる組織体制を

構築する。 

・第3次定員管理計画の

「柔軟で課題対応型

の組織体制の構築」を

参考 

 (5) 複雑・高度化する課題に対応するため、ふるさと創生

職員、地域おこし協力隊員、副業人材など多彩な任用・

勤務形態等により効率的・効果的な組織・機構を構築

する。 

・行財政改革大綱の「主

に取り組む施策」を参

考 

 

 (6) 必要な公共サービスを持続的に提供し、地域課題の解

決に向けた取組を進めていくため、公民連携を推進す

るとともに、効果的な情報収集・発信及びスピード感

を持った連携事業の実現のため、公民連携推進体制の

構築を図る。 

・公民連携指針の「背

景」及び行財政改革大

綱の「主に取り組む施

策」を参考 

 

5 多彩な任用形態及び多様な人材による組織・機構の構築 2 日本一働きがいのある職場づくり  

業務の分野や性質に応じ、多彩な任用形態により人材を確

保するとともに、職員の資質向上と能力開発に努め、各種研

修を充実し、意欲と行動力を持って地方分権型社会で活躍で

きる多様な人材を育成する。また、人事評価制度を充実させ、

職員が意欲や能力を職務に最大限に発揮できるような仕組

みをつくり、組織の活性化及び行政サービスの向上を図りつ

つ組織機構を構築していく。 

(1) 職員の資質向上と能力開発に努め、各種研修を充実

し、能力、意欲及び公務品質の向上を図るとともに、

定年引上げによる高齢期の職員の知識や技能、経験を

最大限活用し次世代へ継承しつつ、人事評価の活用や

人材を育てる職場環境を推進し、職員エンゲージメン

ト※2の向上につなげる組織・機構を構築する。 

・第3次定員管理計画の

「計画策定の趣旨」及

び行財政改革大綱の

「主に取り組む施策」

を参考 

 (2) フリーアドレス※3等の新たな働き方の導入等により、

職員が活き活きと働くことができる職場環境の実現に

努めるとともに、テレワーク（在宅勤務）等の柔軟な

働き方により、職員のワークライフバランスを推進し、

モチベーションや生産性の向上につなげる組織・機構

・行財政改革大綱の「主

に取り組む施策」及び

行革推進計画の「取組

項目の目標」を参考 
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現行 改訂案 備考 

の構築を図る。 

(3) ＩＣＴを活用した迅速で効率的な事務処理システム

をさらに進める。 

(3) ＡＩ等のデジタル技術を活用し、業務プロセスを最適

化することで職員それぞれの力を最大限に発揮し、働

き方改革・生産性の向上を図る。 

・行財政改革大綱の「主

に取り組む施策」を参

考 

 (4) 業務の属人化を見直し、多能工化を推進することで、

複数名の職員が一つの業務に関わり、負担の均等化等

を図るとともに、（仮称）京丹後市版20％ルールなど

部等の枠を超えた職員支援等を新たに導入し、業務の

効率化・平準化を進める。 

・業務改善・働き方改革

プロジェクト取組方

針「具体的な取組」及

び職員政策提言プロ

ジェクトを参考 

 (5) 職員一人ひとりが業務改善・働き方改革を意識し、主

体的に実行することにより、働きがいのある職場を実

現する。 

・行財政改革大綱の「主

に取り組む施策」を参

考 

 ※2 職員エンゲージメント…職員の働きがいや、組織に対する思い入れ、

愛着など 

※3 フリーアドレス…職員が自席を固定せず、業務内容等に応じて適し

た場所や席を自律的に選択して働くことができる

ワークスタイル 

 

3 主体的に目標を設定し施策を実現する組織・機構の構築 3 効率的・効果的な行政運営  

各部局 が主体的に目標設定を行い、達成度を確認する

ことで、行政施策が確実に実現できる組織・機構の構築を

図る。 

(1) 各部局等が主体的に目標設定を行い、達成度を確認す

ることで、行政施策が確実に実現できる組織・機構を

構築する。 

・「等」は委員会を想定 

2 迅速で機能的な組織・機構の構築   

(1) 各部局 が目的に応じた組織の形成や予算の編成等、

法令の範囲内で、段階的に、市長の権限を部局長等に

委譲する。 

 

 

 

 

 

(2) 各部局 が所掌する計画や施策、事業、課題等を体系

(2) 各部局等が目的に応じた組織の形成や予算の編成等、

法令の範囲内で、段階的に、市長の権限を部局長等に

委譲するとともに、意思決定に関わる職員を効果的

に編成することで、迅速で機能的な組織・機構を構築

する。 

 

 

 

(3) 各部局等が所掌する計画や施策、事業、課題等を体系

・「等」は委員会を想定 

・業務改善・働き方改革

プロジェクト取組方

針「具体的な取組」を

参考 

※迅速で機能的な組織・

機構の構築は現行を

参考   
・「等」は委員会を想定 
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現行 改訂案 備考 

的に統括管理し、部局間、職員間等の意思疎通や情報

共有を深めながら、政策の実現が有効にマネジメント

できる部署及び組織横断的なチーム等の設置をさらに

検討し、より一層政策推進に向けた機能の充実を図る。 

(4) 総合計画の進行管理、予算と連動した施策評価、事務

事業評価等、細部にわたって執行状況を点検できる行

政評価制度の実施体制を引き続き充実・強化する。 

的に統括管理し、部局間、職員間等の意思疎通や情報

共有を深めながら、政策の実現が有効にマネジメント

できる部署及び組織横断的なチーム等の設置をさらに

検討し、より一層政策推進に向けた機能の充実を図る。 

(4) 総合計画目標値及び各種重要業績評価指標を施策ご

とに検証することで、事務事業の最適化を推進する実

施体制を引き続き充実・強化する。 

 

 

 

 

・行革推進計画の「取組

項目」を参考 

 

4 危機管理体制の整備   

(1) 災害の発生や疫病の蔓延(まんえん)など突発的な課

題に対応するため、平成18年4月に設置した危機管理

監を中心に、日頃から防災意識の高揚、資器材の整

備、機能的な対策本部の設置など危機管理体制の一層

の充実を図る。                  

                           

                     

(2) 災害等の対応のみならず、行政に対する市民からの

信頼の喪失を危機ととらえ、組織全体で共通の危機管

理意識を共有することが重要であることに鑑み、危機

管理マニュアルの整備・充実により日頃から職員の危

機管理意識の徹底を図り、効果的な初動体制を確立す

る中で、危機に迅速に対応できる体制作りをさらに推

進する。 

(5) 災害の発生や疫病の蔓延(まんえん)など突発的な課

題に対応するため、危機管理監           

 を中心に、日頃から防災意識の高揚、資器材の整

備、機能的な対策本部の設置など危機管理体制の一層

の充実を図る。また、業務継続計画（ＢＣＰ）の策定

を通じ、平常時から災害時の課題をリスクとして事前

に認識することで、市の防災力向上を図る。 

(6) 災害等の対応のみならず、行政に対する市民からの

信頼の喪失を危機ととらえ、組織全体で共通の危機管

理意識を共有することが重要であることに鑑み、危機

管理マニュアルの整備・充実により日頃から職員の危

機管理意識の徹底を図り、効果的な初動体制を確立す

る中で、危機に迅速に対応できる体制作りをさらに推

進する。 

 

 

 

 

・業務継続計画の「業務

継続計画導入の効果」

を参考 

   

第5 外部行政関連施設のあり方 第4 外部行政関連施設の在り方について  

外部行政関連施設（病院、保育所、認定こども園、小・中学

校、消防署及び環境衛生施設等をいう。）は、その設置目的

が効果的に実現することはもとより、市民がより質の高い行

政サービスを享受できることを基本に、施設の規模、利用状

況、利便性、経済性等を考慮しつつ、各施設について概ね次

のとおり管理運営を行うこととする。 

外部行政関連施設（病院、保育所、認定こども園、小・中学

校、消防署及び環境衛生施設等をいう。）は、その設置目的

が効果的に実現することはもとより、市民がより質の高い行

政サービスを享受できることを基本に、施設の規模、利用状

況、利便性、経済性等を考慮しつつ、各施設について概ね次

のとおり管理運営を行うこととする。 

 

1 病院 1 病院  
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京都府立医科大学等関係機関との連携のもとで、京都府

保健医療計画を踏まえ二つの市立病院が市域の地域包括医

療ケアシステムを支える拠点施設としてさらに活性化する

組織づくりを進める。 

京都府立医科大学等関係機関との連携のもとで、京都府

保健医療計画を踏まえ二つの市立病院が市域の地域包括  

 ケアシステムを支える拠点施設としてさらに活性化する

組織づくりを進める。 

・時点修正 

2 保育所・認定こども園 2 保育所・認定こども園  

京丹後市保育所再編等推進計画に基づき、一部保育所の民

営化を検討する。 

多様化する保育ニーズに対応するため、こども園の民営化

を検討する。また、将来推計児童数等を踏まえて、保育所の

統廃合を進める。 

・時点修正 

3 小・中学校 3 小・中学校  

京丹後市学校再配置基本計画 に基づき、学校規模の適正

化を図るため、児童生徒の将来推計人数等を踏まえて、小・

中学校の再 配置を進める。また、学校跡施設及び跡地につ

いて、地域の活性化に繋 がるよう有効活用を図る。 

京丹後市学校適正配置基本計画に基づき、学校規模の適正

化を図るため、児童生徒の将来推計人数等を踏まえて、小・

中学校の適正配置を進める。また、学校跡施設及び跡地につ

いて、地域の活性化につながるよう有効活用を図る。 

・時点修正 

4 消防署（消防本部） 4 消防署（消防本部）  

               市民の生命・財産を守

るために、機動力が最大限に発揮でき、かつ、職員の安全

が確保できるよう、組織や体制について不断の点検及び見

直しを行う。 

京丹後市消防整備計画に基づき、市民の生命・財産を守

るために、消防力が最大限に発揮でき          

      るよう、組織や体制について不断の点検及び見

直しを行う。 

・時点修正 

5 環境衛生施設等 5 環境衛生施設等  

施設の規模、利用状況、利便性、経済性等を考慮して、民

間委託等の方策を検討・推進する。 

施設の規模、利用状況、利便性、経済性等を考慮して、民

間委託等の方策を検討・推進する。 

 

 附 則（令和7年●月●日） 

この方針は、令和7年●月●日から施行する。 

 

   

 【参考】組織・機構の在り方の規準について  

 1 執行機関の組織の原則 

地方自治法第138条の3では、執行機関についての構成及び

運営の原則を規定している。普通地方公共団体（以下単に「地

方公共団体」という。）の執行機関の組織は、長の所轄の下

にそれぞれ明確な権限を有する執行機関により系統的に構

・地方自治法逐条解説

を参考 
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成され、その権限は各々分化しているのであるが、常に相互

の連絡調整を図り一体として行政機能を発揮すべきであり、

機関相互間の権限につき疑義が生じたときには長がこれを

調整するように努めるべきものとされている。 

 2 内部組織の設置 

地方自治法第158条では、地方公共団体の長が、その権限

に属する事務を分掌させるために設置する内部組織に関し

て規定している。この場合において、当該地方公共団体の長

の直近下位の内部組織の設置及びその分掌する事務につい

ては、条例で定めるものとされている。 

地方公共団体の長は、内部組織の編成に当たっては、当該

地方公共団体の事務及び事業の運営が簡素かつ効率的なも

のとなるよう十分配慮しなければならないとされている。 

・地方自治法逐条解説

を参考 

 3 内部組織の編成に係る留意点 

総務省自治行政局長通知（平成15年7月17日付け総行行第

87号）では、地方公共団体の内部組織の編成に当たっては、

その事務及び事業の運営が簡素かつ効率的なものとなるよ

う十分配慮しなければならないものであること。すなわち、

組織の改編を行うに当たっては、社会経済情勢の変化に対応

し、新たな行政課題や住民の多様なニーズに即応した施策を

総合的かつ機動的に展開できるような見直しを行うととも

に、既存の組織についても従来の在り方にとらわれることな

く、スクラップ・アンド・ビルドを徹底することとされてい

る。 

・総務省自治行政局長

通知を参考 

【使い分け共通項目】 

① 「構築する」と「構築を図る」：「構築を図る」は「作り上げることを計画する」という意味であるため、引き続き構築していくものは「構築する」を使用する。 

② 「等」と「など」：原則として「等」を使用することとするが、等の次が名詞又は等の前が動詞である場合は「など」を使用する。 


